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研究成果の概要（和文）： 
本研究の成果として、資格を中心にホワイトカラー人材の育成、評価について日米英の比較

から、新たな知見を見出すことができた。まず仕事に使えるよう知識や経験を応用・適用する

力であることが重要とされた。日本にホワイトカラー資格は存在しないし、今後も浸透の可能

性は低い。英米でも実務経験、ＯＪＴが重要で、企業で求められる専門性とは仕事をする力で

あり、職場･仕事こそが最高の人材育成の場であることが確認できた。 

 

研究成果の概要（英文）： 
By the research project, Job Specialties and Public Qualifications for White-Collar 

Workers, we could find new findings about qualifications development, and evaluation 
based on comparisons of Japan-USA-UK. Most important ability for white-collars would be 
power/ability to apply knowledge to job. In Japan, qualifications of white-collars are not 
existed practically and there will be difficult to expect to prepare them in the future. In 
UK/USA, practical work experience and OJT are highly regarded as the way to develop 
job-executive power/ability. Working place should be the best place to develop HR. 
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１．研究開始当初の背景 
 

本研究の着想には、企業などの組織に勤

務するホワイトカラーの職務にある専門性を

認識し、社会的に確立した存在とすべきで

あること、そのために公的資格は重要にな

るとの主張（宮下清

従来、専門性は、医師や弁護士などプロ

フェッショナルに限定され、組織従業員（ホ

ワイトカラー）に想定されていなかったが、

高度情報化社会・知識社会の到来と共に、

ホワイトカラーはプロフェッショナル、テクノロ

ジスト、ナレッジワーカーと呼ばれる人材に

となっている。そこでの専門性とはどのよう

なものか、外部の公的資格等で専門性をど

う認識・評価すべきかを明確にしたいとの考

えが本研究の背景となっている。 

『組織内プロフェッショナ

ル』2001；「ホワイトカラーの職務能力と公的

資格」『日本労務学会誌』2005）に基づいて

いる。 

本研究の学術的背景をなすのは、グリー

ンウッド、ウィレンスキーやエリオットらをはじ

めとするプロフェッション論、ミンツバーグや

コッターによるマネジャー・リーダー論、ウル

リッチやフェファーによる戦略的ＨＲＭ（人

的資源管理）論、そして野中、ダベンポート

らによるナレッジマネジメント等、人材・組織

のマネジメント論である。 

長期教育によって獲得した理論や知識、

倫理的規範や専門職業団体の存在など、英

米でのプロフェッショナルの要件や新しいマ

ネジャー、リーダーのあり方を参考に、経営

環境や社会背景の違いを勘案し、専門性や

公的資格を検討することが、本研究の基盤

や背景となる。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、以下の４点である。 

(1)組織のホワイトカラー職務を中心に、組

織が求める専門性の内容を明らかにする。  

（ナレッジ・マネジメント、学習組織や職務

設計上の含意、リーダー・プロ人材育成へ

の示唆） 

(2)組織のホワイトカラー職務に関わる公的

資格の現状とあるべき姿を明らかにする。  

（社会的人材ポートフォリオの実現、エンプ

ロイアビリティ向上・キャリア開発への示唆） 

(3)日米英の類似業種の組織や職務を比

較することで、専門性と公的資格の差異や

グローバルスタンダードの可能性を明らか

にする。（国際ＨＲＭ、異文化経営、メタナ

ショナル経営論への示唆） 

(4)専門性と公的資格に関わる経営（組織・

人材）の諸問題の有益なインプリケーション

を得る。（経営戦略・ＨＲＭ施策と専門性の

関連性、組織文化・価値観が専門性に与

える影響、従業員のモチベーション・職務

満足、専門性、業績との関連性、人的・組

織資本からの無形資産としての専門性・公

的資格の評価、公的資格の取得と専門性

の高さ、学習・育成と公的資格・専門性の

関連性、大企業・中小企業における専門性

と公的資格の規模間比較分析など） 

 

３．研究の方法 

本研究（ホワイトカラーの専門性と公的

資格の研究）の具体的な研究計画・方法と

しては、オーソドックスに文献と調査からの

仮説設定と検証という方法に取り組んだ。

文献研究による情報収集、予備的ヒアリン

グによる調査の枠組みと調査項目の設計、

仮説の設定、アンケート調査による個人と

企業マネジャーによる認識などの情報収

集、個人とマネジャーへのヒアリングによる

質的な情報の収集、それらに基づく調査

結果の分析、仮説の検証、分析結果から



 

 

の事実発見、考察と提言といったプロセス

を経ている。 

平成１９年度（初年度）は本テーマに関

する「基盤研究と情報収集」を中心に、各メ

ンバーが蓄積してきた知識、経験、研究成

果を持ち寄り、相互学習を図るともに、テー

マについての新たな知識獲得、文献から

の理解を深めた。また現場からの情報収集

として国内での予備調査を行い、専門性と

資格の現状について 400 名からの個人回

答を得て、研究課題の精査、調査枠組み

の策定を行った。 

平成２０年度には、研究代表者が英国での

滞在研究という方法を取った（本務校のサバ

ティカル取得により）。その間に英国と米国で

専門家への聞き取り調査と文献研究を行った。

オックスフォード大学をはじめとする英国の大

学やアメリカ経営学会での協力関係をもとに、

専門家との面談によりなされた。滞在研究に

より、英国での公的資格およびそれを取り巻

く社会制度、経済・企業システムなどの総合

的な理解を深められた。 

人事スタッフ資格に絞ったことで聞き取り

調査が機能し、9 月の欧州教育研究学会（職

業教育部門セッション）での報告ができた。 

平成２１年度には、計画通り、日米英ホワイ

トカラー(1200 名)を対象にした調査を実施す

ることができた。これは研究の基盤となる調査

で調査票設計、質問項目決定、英訳、質問

票の完成、実施委託、集計後の確認と分析

の一部まで実施できた。調査方法の中心的

なプロセスを終えることができたことになる。 

研究対象を見直し、新たにホワイトカラー

資格としての重要性が国際的に認識される

大学院学位を重視し、調査で相当数の質問

を設定したことや資格の需要が見込まれる非

正規ホワイトカラー300 名への調査を実施で

きた。また昨年度の英米での研究・調査やそ

こでの知見も調査に活かせた。オックスフォ

ード大教授主宰の英国知識技能会議

(SKOPE)のメンバーとして研究会に出席し得

たネットワークにより、研究方法を広げること

につながった。 

平成２２年度当初は、新たな研究調査を行

わず、報告書作成の年と計画したが、これま

での調査がホワイトカラー個人の情報がほと

んどであることから、企業側(マネジャー)の視

点を取り入れることが必要性を痛感し、既に

入手した定量的アンケートの解釈にはホワイ

トカラー個人の意見や背景の考え方など定

性的な情報も有益であることから、個人面談

を行うこととした。 

企業アンケート調査は、東証一部上場企業

等に送付し、71 社の経営者や人事部門長から

の回答を得た。また個人ヒアリングでは、人事、

経理、営業、情報の４部門のスタッフ各 4 名、

計 16 名に各１時間程度の面談を実施すること

で、定性的な情報を入手した。これらのアンケ

ートとヒアリング調査結果は、2008 年度のアン

ケート調査と一貫性を持たせ、これらを併せて

の分析や考察を行った。 

 

４．研究成果 

本研究の成果としては、資格を中心に、ホワイ

トカラー人材の育成、評価について日米英の比

較を踏まえ、新たな知見を見出すことができたこ

とである。当初の研究目的とされた、ホワイトカラ

ーの専門性（知識、能力、コンピテンシー等）と

公的資格の現状と課題を明らかにすること、英

米との国際比較を通して、組織が求める専門性

や人事施策、公的資格のあり方を考察すること

については、概ね達成できたと思われる。 

具体的な成果としては、(1)企業組織のホワイ

トカラー職務を中心に、組織が求める専門性の

内容を明らかにすること、(2)ホワイトカラー職務

を対象とする公的資格の現状とあるべき姿を考



 

 

察し、示唆を得ること、(3)日英米の組織や職務

を比較検討し、専門性と公的資格の差異や統合

の可能性を探ること、(4)専門性と公的資格に関

わる組織・人材の諸問題を検討し、有益な示唆

を得ること、である。 

2007 年度から、まず文献研究として、関連す

る論文図書、またビジネス・キャリア制度、ビジネ

ス能力検定、英国ＮＶＱ、米国ＰＨＲなどの資格

制度についての情報収集を行った。北米での経

営学会参加、ワシントンＤＣでの戦略人材協会

（ＳＨＲＭ）の訪問、英国ロンドンのＮＶＱ中央組

織をはじめ、専門機関、大学や調査協力企業を

訪問し、面談・質疑などにより、理解を深めた。

国内調査としては専門性と資格の現状について

の個人調査を実施し、400 人からの回答を収集

することができた。 

2008 年度の成果としては、英国での滞在研

究および調査を行うことで、また研究分担者はそ

れぞれの分野で関連する研究を進めた。具体

的にはオックスフォード大学、ウォーリック大学を

はじめとする英国の大学やアメリカ経営学会で

の協力関係をもとに、英国と米国で専門家への

聞き取り調査と文献研究を行った。滞在研究に

より、英国での公的資格およびそれを取り巻く社

会制度、経済・企業システムなどの総合的な理

解を深め、研究対象を明確にし、人事スタッフ資

格に絞ることができたことはこの段階での重要な

成果であった。また 9 月の欧州教育研究学会

(職業教育部門セッション)で報告するなど、先行

研究の少ないホワイトカラー資格研究への貢献

ができたと考えられる。 

研究分担者らは内定期間中におけるEラーニ

ング活用と公的資格取得支援機能の分析、職

業訓練制度と労働法制に関する研究、リテンシ

ョンに関する研究、企業規模別の比較研究、人

的資本と組織資本の研究などに取り組み、本研

究に幅と深みを与えた。 

2009 年度の成果としては、日米英のホワイト

カラー(1200 名)を対象とした調査を実施できたこ

とである。これは本研究の基盤となる国際調査

である。この調査結果の一部は、様々な学会発

表をすることができたが、論文や図書としてのま

とめや活用の余地も多く、今後とも継続していき

たい。研究対象をホワイトカラー資格として認識

されるＭＢＡをはじめとする大学院修士学位(ビ

ジネス修士)を含めたことは新たな成果である。

また公的資格の需要が想定される非正規ホワイ

トカラー300 名への調査実施や、オックスフォー

ド大教授主宰の英国知識技能会議(SKOPE)の

メンバーとして推薦され、そこで得たネットワーク

の確保も研究成果と考えられる。 

2010 年度の成果は、これまでの調査やアンケ

ートの解釈には企業側の見方やホワイトカラー

個人の考えなど定性的な情報も必要とし、新た

な情報収集を行ったことである。さらに、最終年

度として、これまでの調査結果からの報告書や

各研究分担者の執筆した発表や論文を集約す

ることとなる。具体的には企業アンケート調査で

は東証一部上場企業等に送付し、71 社の経営

者や人事部門長からの回答を得た。また個人ヒ

アリングでは人事、経理、営業、情報の４部門の

スタッフ各４名、計 16 名に各１時間程度の面談

を実施し、定性情報を得ることが出来た。 

４年間を通しての成果（当初の研究目的に対

する回答・発見事実）について、以下の通り、ま

とめたい。 

(1)組織が求めるホワイトカラー職務の専門性の

内容について 

社会環境の歴史と共に各国の各組織で必要

な専門性は異なる。確立された知識や専門性、

あいまいな暗黙知、ソフト能力などいずれにとっ

ても重要なのは、その職場、仕事に使えるように

知識や経験を取り込む力、応用力・適用力であ

る。 

成功事例や知識を単に導入(模倣)しても、機

能しない(不適合)し、マイナスとなる。仕事への



 

 

応用・適用のためには、実務とＯＪＴを中心に従

事者の知識、認識、視野、発想などが求められ、

中長期的に真摯な取り組みが前提となる。 

(2)ホワイトカラーの公的資格の現状とあるべき姿

について 

日本では、ホワイトカラーの資格はほぼ存在し

ないし、今後とも企業や市場から、本格的なホワ

イトカラー資格が設立させる可能性は低い。これ

は社会政策、国の人材育成施策として取り組む

べきことで、自由競争下で自然発生する状況に

はない。 

ホワイトカラー資格・学位(MBA)の有効性は米

英でも限定的なものであるが、米英それぞれに、

学位・専門資格には歴史と社会的浸透がみられ

る。今後の日本においてもグローバル化を背景

に、ホワイトカラー職務の社会化は必至の情勢と

みられ、学位や資格のそれぞれからのホワイトカ

ラー職務への接近は徐々に進むと考えられる。 

(3)日英米を比較検討し、専門性と公的資格の

差異や統合について 

英米でも実務経験、ＯＪＴの重要性は高く評価

されていた。企業組織で求められる専門性とは

仕事をする力である。そこでは実務経験とＯＪＴ

がきわめて有効かつ重要と評価されていた。教

育研修、資格・学位は人材の導入時やその後も

補完的な役割を果たすものであり、限定的な存

在と言える。ホワイトカラーの公的資格としては、

ビジネス修士学位によるグローバル統合への可

能性がある。 

(4)専門性と公的資格に関わる組織・人材の諸

問題と有益な示唆について 

知識の習得だけでよしとせず、仕事の成果と

なり、はじめて評価することは、日本の特徴と思

われたが、英米でも同様な傾向は見て取れる。

仕事をする力を付けることが、企業での人材育

成であり、専門性や公的資格はそのための道具

に過ぎない。 

現在の社会では企業での雇用や育成が中長

期的に安定的になされないこともあり、外部研

修・資格･学位に高い価値があるというビジネス

的な評価が強まっている。しかし、組織内で、職

場で仕事を通して学び考え、知識を仕事に適応

させることで仕事をする力は高められていること

を確認できた。つまり職場･仕事こそが、最高の

人材育成の場なのである。 

さらに、米国に盲従せず、日本の社会環境、

日本人の特性を活かすこと、日本の仕事や育成

を評価する(自信を持つ)ことが重要で、そのため

には欧州(英国)やアジアからの学びが有効にな

ると思われる。 

（以上です。論文等の原稿は別途、必要に応じ

て添付いたします。） 
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